
  事 務 連 絡 

令和３年２月２６日 

  

   都道府県 

 各 指定都市  生活扶助費等国庫負担金、医療扶助費等国庫負担金、介護扶助費等国庫 

   中 核 市  負担金及び生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金  担当者殿 

 

 

厚生労働省社会・援護局保護課経理係長 

 

 

  生活扶助費等国庫負担金、医療扶助費等国庫負担金、介護扶助費等国庫負担金 

及び生活困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金における実績報告に係るチェック 

媒体様式の送付について 

 

 

 生活扶助費等国庫負担金、医療扶助費等国庫負担金、介護扶助費等国庫負担金及び生活

困窮者自立相談支援事業費等国庫負担金に係る経理事務につきましては、平素よりご協力

を賜り厚く御礼申し上げます。 

 標記につきましては、「令和２年の地方からの提案等に関する対応方針」（令和２年 12 月

18 日閣議決定）における内容を踏まえ、実績報告に用いるチェック媒体様式について、入

力箇所を減らす等の地方公共団体の事務負担軽減に資するよう改正を行いましたので、令

和２年度の事業実績報告書の提出にあたっては、本様式にてご提出をお願いいたします。 

 

（参考：令和２年の地方からの提案等に関する対応方針） 

https://www.cao.go.jp/bunken-suishin/kakugiketteitou/kakugiketteitou-index.html 
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